
No. 質疑内容 回答内容

1

公募型プロポーザル実施要領　５．参加資
格　（ⅰ）単体企業の場合　（10）建築士
法（昭和25 年法律第202 号）第23 条の3
第1 項の規定による一級建築士事務所の登
録かつ建設コンサルタント登録規程に基づ
く建設コンサルタント登録（「都市計画及
び地方計画部門」に限る。）を受けている
者であること
と記載がありますが、建築士法（昭和25
年法律第202 号）第23 条の3 第1 項の規
定による一級建築士事務所の登録について
は、企業として一級建築士事務所登録して
いれば参加要件を満たしているという事に
なりますか。

企業として一級建築士事務所登録していれ
ば参加要件を満たしているという事になり
ます。

令和6年1月15日回答

2

仕様書の留意事項に「住宅地区改良事業等
として実施することを予定している」と記
載されていますが、改良地区の指定を受け
るためには、不良住宅の判定調査を行う必
要があると思われますが、本業務の内容に
は含まれていないように思われます。不良
住宅の判定調査については、次年度以降に
実施するということでしょうか。

本業務において、不良住宅の判定調査は行
いません。
調査の実施については、整備プログラム策
定の中で整理する予定としています。

3

「播磨町土山駅北周辺地区まちづくりコン
セプトブック（案）」に、土山駅北のこれ
までとして、昭和43年から平成18年まで区
画整理による再整備を検討し、平成11年か
らは地区整備計画等による再整備の検討を
進められてた旨が記載されている一方で、
仕様書の業務内容「民間事業者へのサウン
ディング調査」は区画整理事業及び市街地
再開発事業に関わるデベロッパーを対象と
することと記載されています。平成18年に
検討を終了している土地区画整理事業の検
討を再開するということなのでしょうか。

平成18年に検討を終了した土地区画整理事
業の検討を引き続き行う（再開する）もの
ではなく、現在の状況を踏まえて改めて検
討するものです。

4

土山駅北地区まちづくり推進協議会の概要
（参加メンバー、目的など）・経緯（設立
時期、開催頻度など）、参加状況などを差
し支えない範囲で教えてください。

令和5年度においては、地元自治会と共に
まちづくり懇談会（1回）や意見交換会（5
回）、まちづくり通信の発行（6回）につ
いて検討・参加しております。
その他、土山駅北地区まちづくり推進協議
会の概要については下記のとおりです。
設立年月：平成14年5月
役 員 数：6名（令和6年1月時点。全員が
地元在住地権者。）
目　　的：土山駅の北側の地区において、
住民が主体性をもって地区整備の検討を行
い、駅前地区にふさわしい良好なまちづく
りを推進すること

「播磨町土山駅北周辺地区まちづくり検討業務委託」質疑に対する回答

1 / 2 ページ



5
自治会と土山駅北地区まちづくり推進協議
会との関係について教えてください。重複
などはないのでしょうか。

過去に自治会役員が土山駅北地区まちづく
り推進協議会の役員として参加していたこ
ともありましたが、令和5年度現在におい
て、自治会役員と土山駅北地区まちづくり
推進協議会役員の重複はないと伺っていま
す。

6
土山駅北地区まちづくり推進協議会と過去
にあった「市街地再開発準備組合」との関
係についてわかる範囲で教えてください。

土山駅北地区まちづくり推進協議会の概要
についてはNo.4の回答内容のとおりです。
市街地再開発準備組合（正式名称：土山駅
北地区第一街区市街地再開発準備組合）は
平成16年、17年に策定された2つの計画
（No.7回答内容参照）に基づき、優先して
整備を進める地区の地権者で構成された組
織で、平成18年12月に設立されました。土
山駅北地区まちづくり推進協議会の事業を
実施するための準備組織という位置づけで
す。

7

土山駅北地区まちづくり検討に関わる経緯
（既往調査）を差し支えない範囲で教えて
ください。できれば、既往調査の閲覧を希
望いたします。

昭和43年、加古川市・明石市・稲美町・播
磨町の2市2町で区画整理によるまちづくり
の検討を始めましたが反対も多く実現には
至りませんでした。
平成16年3月に土山駅北地区まちづくり推
進協議会が「JR土山駅北地区整備計画」を
策定し、それを基に、平成17年3月に播磨
町が「土山駅北地区都市活力再生拠点整備
事業地区再生計画」を策定しています。こ
の2つの計画は、市街地再開発事業による
まちづくりを計画したものです。
その後、町の方針転換もあり、平成21年12
月に播磨町が、骨格道路の整備を主とした
「土山駅北地区まちづくり方策検討業務報
告書」を作成しています（本報告書の内容
について播磨町は令和5年3月に白紙撤回を
しております。）。
なお、上記計画書及び報告書については、
広く一般の閲覧に供しているものではござ
いませんので、閲覧希望には対応しかねま
す。ご了承ください。
本業務を検討する際は、背景としてこれま
での計画があったことを理解しつつも、現
在の状況を踏まえて改めて検討をしていた
だきますようお願いいたします。

8

これまでに本地区内の地権者などへのアン
ケート調査などはされていますか。もしさ
れていればその概要について差し支えない
範囲で教えてください。

まちづくりの検討を再スタートいたしまし
た令和5年度において、地権者などへのア
ンケート調査などは実施しておりません。

令和6年1月26日回答
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